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社会保障の機能強化(主な具体例)

【医療・介護】
ヽ

○ 救急時の確実な受入れ

救命救急センターで、医師、看護師等の配置を厚くすることにより、重篤な症状の患者は必ず受け

入れられるようにする。

O早期の自宅復帰ご社会復帰

がん治療や臓器移植治療など高度な医療を行う病院は,医師、看護師等の配置を厚くすることに
より質の高い医療を提供する。

併せて、リハビリを担当する病院との連携による早期かつ適切なリハビリ治療を提供し、患者が早
期に自宅への復帰や社会復帰することを可肯Hこする。

在宅での療養・介護を望む人や、自宅で人生の最期を看取られることを望む人が、訪間診療、訪
間看護や 24時間対応など多様な介護サービスを利用し、尊厳を保ちながら最期まで住み慣れた
地域に住み続けられるようにする。

【年金】

○ 最低保障機能の強化

現行の国民年金保険料免除制度の活用`見直し等により、低所得者に対する基礎年金の最低保
障機能の強化を行う。

O受給権確保に係る措置の強化
非正規雇用等に対する厚生年金の適用拡大等、年金受給権確保につなげる基盤強化を図る。
確信的不払い者 (多くは中高額所得者)については、徹底した強制徴収を実施する。 」

O基礎年金額の改善

高齢期を迎えたときに著しく所得の低い状況におかれている単身高齢者などを念頭においた基
礎年金額の改善、弾力的な保険料追納等の措置を通じ、無年金・低年金問題の解決を図る。

【少子化対策】     |   ′
○ 仕事と子育ての両立を支えるサービスの量と質の確保

仕事と生活の調和の実現に向けた国民全体の取組とあわせて、育児体業や短時間勤務利用の
促進により、出産前後に多くの女性が離職を余儀なくされる状況を改善(第 1子出産前後の継続就
業率 38%‐55%)する。

同時に、3歳未満児の保育サービスを拡充(保育サービス利用率 20%→38～44%)して、潜在h
な希望も含めて働く希望を持つ若い男女が切れ目ない支援を受け、仕事と子育てを両立できるよう
にする。‐           1                     .

0すバての子どもと子育て家庭への支援の確立

全市町村での育児家庭への訪間事業の実施や歩いていける距離感での子育て支援拠点の整備
などの育児不安への対応、月20時間程度の一時預かりの利用への支援などにより、働いている、
いないにかかわらずすべての子どもと子育て家庭に対する支援が充実し、子育て家庭が孤立化せ
ず、地域の様々な方々に寄り添われ、囲まれて成長できるようにする。

O各種の給付・サ=Eスが総合的・―元的に提供される制度の構築

現在、様々な制度に分かれている予育て支援を再構成し、働き方や育児不安の程度などそれぞ
れの必要性に応じて、各種の給付0サ

=ビ
スが総合的,一元的に提供B保障される新たな制度体系

を構築する。     =                 : ;



社会保障国民会議最終報告に示された社会保障の機能強化項目
機能強化の項目 機能強化の姿

警主盆砦藻警警涯鮪鰐集2量督桂倉写[穫鶏霧保に機能分イヒ

【医療・介護】《2025年 の姿》
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【年金】

Q「質穫凛虐種寵富醤層
の強fl       :

・ 受給権確保に係る措置 の強化          ´

r基礎年金額の改善  _

0 若年層の世代間格差感への配慮

【少子化対策】《2015年 の姿》
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平 成 21年 6月 15日

安心社会実現会議事務局

安心と活力の日本へ(概要)

(安心社会実現会議報告(概要))

前文 日本の目指す国家像と社会の姿

日本の経済社会をめぐる状況は厳しいが、日本はこれまで何度も転換期の試練を

乗り越え非西欧世界の発展モデルとなつてきた。21世紀の日本を新たな安定と繁栄

の軌道に乗せていくには直ちに行動に移らねばならない。

そのためには、「安心社会」のビジョン提示と経済成長戦略の=体的実現が必要で

あり、安心社会と成長戦略の連携こそが安定と繁栄の軌道への最短の道である。

同時に、世界への貢献、地球環境との共生・アジアG20などとの共存共栄、すなわ

ち「共生貢献」を進めていくことが大切である。                ヽ

安心社会がつくりだす信頼と活力、共生貢献をとおしての成長と協調、その交点IF

立つ「高信頼国家」こそが、21,世紀日本の国家像である。

I 日本型の安心社会と自由市場経済             ｀
,

1 日本型の安心社会とは何か

安心社会は、第一に「働くことが報われる公正で活力ある社会Jである:

働く機会の保障が社会の活力の根本であり活力なき社会に安心は生まれない。安

心社会は決して「いたれり、つくせり」の受け身の安心社会ではなく、国民一人ひとり

の能動的な参加を支える社会である。             . ヽ

第二に安心社会は「家族や地域で豊かなつながりが育まれる社会」である。人は

人とのつながりのなかで安心を感じ、モラルを高め、成長する。支えるには行政だけで

はなく企業やNPOの連携が求められる、                 ′

つまり「安心社会Jは、第二に「働き、生活することを共に支え合う社会」である。

2社会的公正と自由市場経済の結合

グローバル競争拡大の中で構造改革は旧い制度の昴1新という点で意義。しかし改
革が活力を支える安心までを掘り崩す結果になつてはならない。社会的公正と自由

市場経済を新しい次元で統合した新・日本モデルを構築すべきである。

それは官の介入に牽引されるものでも市場を放任するものでもな<、 企業と消費者、
労働組合、NPO、 地域社会との間の信頼形成とル三ル創造を基礎とした、節度とモラ
ルのある自由市場経済である。       ,

Ⅱ  生を通じた切れ目のない安心保障             、

安心社会の実現のためには、若者ヨ現役世代支援も含め全生涯・全世代を通じた



「切れ日のない安心保障」が不可欠である。

具体的には次の5つの領域の連携が人事である。

1雇用をめぐる安Ib

意欲のあるものには働く場があり、能力を発揮する機会があることが5つの安心の

扇の要となる。日本の活力を生んできた長期雇用の保障を継承しつつも、セーフティ

ネットの整備など雇用を社会全体で支えるかたちを強めていくことが必要である。

一生チャレンジし続けることができる条件づくりを急がねばならない。

職業能力開発、雇用環境整備、住宅政策などの相互連携による「社会への迎え入

れ(ソーシャル・インクルTジョン)」 、最低賃金の見直し、ワーキング・プアの勤労所得

に対する給付付き税額控除の導入、非正規労働者への雇用保険、厚生年金、健康保

険の適用拡大が必要。併せて法人Til引き下げなどにも取り組む。

雇用に不安が拡がる地方では、農業や建設業が環境融和型の仕事(グリーンジヨ

ブ)と して再生し発展できることが必要である。

2安心して子どもを産み育てる環境
'

少子化の進展は「静かな有事」である。この国の街角から子どもたちの元気な声が

遠ざかっていくことは容認できない。児童、家族関連の政府支出は立ち後れており、

次世代育成に向けての社会全体のさらなる努力が必要である。

「社会保障国民会議」が提起した「次世代支援新システム」の構築をすすめ、子育

てを社会全体で支援する制度条件の整備を急ぐ。         
｀

母子家庭の子どもの貧困率が6害1を超えていることは看過できないご子育て世帯

に対する給付付き税額控除が導入されるべきであるざ

3学びと教育に関する安心

教育は将来に向けた見返りの大きな投資であり「国家百年の大計」。教育機会の

均等化を進め個人の努力で階層間移動を可能にすることが社会の活力を生む。

社会人の学びなおし支援、高等教育と雇用をつなげるキヤリアロカウンセリングなど

で、教育と実社会とのむすびつきを強化すべきである。

T生チャレンジし続ける基礎力を形成する就学前教育を社会保障と教育が交差す

る領域として導入し、関連組織の一元化を図りつつ財源を確保していく
`

4医療と健康の安心

日本では諸外国に比べ医療サ=ビ
スを受けやすい環境が実現されてきたが、この

安心が急速に揺らいでいる。           、

医療救命救急センターの医師a看護師の確保、二次医療圏における医療機関の機

2



能分担と集約、産科・4ヽ 児救急体11の確保など地域医療ニーズに応えていくべきで

ある。医療IT化への対応を速やかに推進し、医療基本法制定を推進すべきである。

5老後と介護の安心 :

老後生活の安定は内需の拡大や資金の社会全体への環流につながる。コミュニテ
ィにおける医療・介護連携の推進やそれに運動した独居高齢者に対する「住まい」の

保障により地域の中での安心した老後生活を確保していく。

老後は人生の第ニステージであり、高齢者が知識、経験、つながりを活かして活躍
できれば地域社会にも活力が生まれ労働力減少への対応にも寄与できる。

5つの安心領域は、雇用を軸として相互に密接に支え合う関係にある。5つの安心

領域の交点となる雇用領域で、年齢性別を問わず国民の力が発揮されるとき、安心
社会は安定した経済成長の基盤となる。

Ⅲ 安心社会に向けて求められる役割と責任

1 無駄のない高機能な政府ヘ

政府が大きいか小さいかよりも、いかに無駄なく高機能であるか、国民が活き活き

と力を発揮する条件をどこまでつくりだせるかが重要であり、5つの安心の実現は、ま

さにそのような条件づくりに他ならない。    ´.

政府だけを公共の担い手と見なすのは時代にそぐわない。政府、民間企業、NPO、
コミュニティ・家族など多様な主体が公共を分担し、支え合い、総合的な力を発揮して
いくベストミツクスが追求されるべきである。

政府機能はT層の分権化を推進。安心社会実現のために、国(所得保障)、 都道

府県(経済振興、雇用など)、 市町村(公共サービス)が最適の役害1分担を行う。

2安心社会のための信頼醸成と国民合意の形成

不必要な支出をなくし無駄のない高機能な政府を実現するのは当然の前提である。
その上で、安心と活力を高める上で不可欠な負担については政策にかかる費用と財
源を明示し堂々と議論をしていくべきである。「打ち出の小槌」はない。

多くの国民は社会保障を重視した安心社会を希望しているが、政治や行政への不
信の強さが社会保障強化への合意形成を困難にし、その結果私的負担が増大する、
という「不信の連鎖」を断つことが必要である。

政治と行政はまず国民の不信に真正面から向き合うべきである。「安心保障番号
/カード」(社会保障番号/カード)の導入は検討に値する。「社会保障ハンドブック」
の作成・配布、初等中等教育における社会保障教育が検討されてよい。



改革の行程監視のための「安lい社会実現本部」、情報公開の窓口・行政の怠慢の

告発機関としての「安心社会実現オンブズマン」の設置を検討する。

3安心社会実現への役割と責任

安心社会の実現は政府と国民の間の社会契約である。すべての社会の構成員が

改革に参加しそれぞれにふさわしい役割と責任を分かち合うことが必要である。

 ヽ  公助を抑制するならば国民には共助や私費による自助の拡大が求められる。

日本社会の成り立ちや経験もふまえ21世紀の日本にふさわしい「安心給付と負担
メ  のあり方」の合意形成が必要である。

・も 
｀  .                                      ・

4取り組むべき優先課題

現行制度の綻びを修復しつつ、現役世代・次世代への給付の比重を拡大する必要

がある。  ヽ      '
まず、社会保障の機能強化のための諸改革を工程表に基づいて着実に実行すべ

きである。加えて、雇用を軸とした安心社会構築の第一歩を踏み出すために、別紙で '
整理した諸施策に取り組む。

向こう3年間(2011年度まで)に取り組むべき10の緊急施策は以下の通りである
|       (1)子 育て世帯、働く低所得世帯を支援する給付付き児童・勤労税額控除の創設

1   8慕
職 舅 菫Ⅷ 写那 罫 署    『

事`業李入促
7

1       k4)所 得保障付き職業能力開発制度など雇用・生活保障セーフティネットの構築

(5)給付型奨学金制度の導入など高等教育の私的負担を軽減する措置
|    ・

_(6)リト正規労働者への社会保険・労働保険適用拡大など非正規雇用の処遇格差の

是正

(7)コミュニティにおける医療]介護連携の推進とそれに運動した独居高齢者に対す

る住宅保障

(8)安心保障番号/カァド(社会保障番号/カード)の導入

(9)「安心社会実現本部」「安心社会実現オンブズマン」の設置          ヽ

(10)政府をあげて改革に取り組むための行政組織の再編・人的資源の再配分

Ⅳ 安心社会実現に向けての道筋

1 持続可能な安心社会の構築  j
「5つの安′ぃ改革」のため、時間軸に沿い具体的目標を定めそれを継続的に達成し

ていく「道筋Jの提示が必要である。次世代も安心を享受し活力を発揮し続けられる

持続的な安lい社会の基盤構築が我々の世代の責務である。



安心社会実現に必要なコスト(負担)とその財源についての合意形成を急ぎ、社会

のすべての構成員が役割と責任を分かち合うという原員1を貫きつつ、国民各層の担

税力、企業の競争力維持、社会保険制度の持続可能性を勘案しながら、消費税を含

む税制改革への行程を示すことが必要である。

そのための討議と合意形成はまさに政治の役割。自由で船達な批判が止むならば

政治は衰退するが不信感を煽ることが自己目的となつた時にも政治は劣化する。

与野党が党派を超え「安心給付と負担のあり方」をめぐる基本原則について討議と ,

合意形成を進めるべきである。そのための円卓会議の設置が検討されてよい。与野

党がいかなる基本原則を共有しどのような政策で対立するか共に明らかになつたとき、

国民は政権選択への具体的な判断基準を得ることができる。

22010年代半ばまでに達成すべきこと

この期間に『中福祉の綻びJを修復し、雇用を軸とした持続可能な安心社会の土台

部分を構築しなければならない。
.国Ъ自治体において「支援型社会サービス・人材整備プラン」を策定すべきである。
「社会保障勘定」の倉J設、消費税の社会保障目的税化は検討に値する。税負担の

使途が明確になれば不信の払拭と社会保障強化への合意形成の大きな助けとなる.

2011年 は国民皆保険し皆年金達成50周年。歴史を継承し、政府と国民a国 民相

互の対話を深める取り組みが持たれてよい。

32020年代初頭までに達成すべきこと   ,
この期間は、安心社会を確かなものとし、それを次世代へとつなげていくための改

革を行う期間である。

全世代・全生涯を通じた切れ目のない安心保障を、国民が実感できる形で本格的

に立ち上げる。それにより、不安が経済停滞を招く悪循環を安心が活力を生む好循

環へと転換させ、「不信の連鎖」を「信頼の連鎖」へと転轍することができる。
2020年代は、団塊世代が本格的に高齢世代となり我が国の高齢者人口がピーク

を迎える時期である。この時期までに出生率の確実な上昇反転を実現できれば、2

030年代以降の日本社会の持続可能性に確かな見通しが得られる。また、安心社

会強化のための諸施策、税制改革、経済成長戦略の三位二体で財政収支の均衡を

実現できれば、私たちは胸を張つてこの国を次世代に託することができる。

諸改革の上に世代ごとのさらにきめの細かい施策を展開し各世代に対応した生活

支援体系を明示し、「便益の実感を伴つた持続可能な安心社会」構築を目指す。

日本の未来に対する責任を深く自覚し、また私たち自身が活力に満ちた社会を生

きるため、安1い社会への第一歩を踏み出さなければならない。
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本会議において指摘された優先課題

1 雇用をめぐる安心の再構築

(1)持続可能な雇用創出

① 経済成長戦略の着実な実施

② 農業再生、第一次産業中心の地域に第二次、第二次産業を引き寄せる、

いわゆる「第六次産業」の形成

③ 維持修繕型事業への転操など公共事業改革

④ グリーンニユーディァル型の産業基盤育成           '

(2)よ り柔軟で安心な雇用システムの形成            .
① 非正規労働者への社会保険B労働保険適用拡大

② 企業活力と雇用維持の両立(労働分配率の引き上げ+法人税引き下げ)

③ 職業能力開発(ジョブカードの普及)      ・

④ 雇用1貫行・採用1貴行の見直し(新卒―括採用見直し、中途採用の拡大など)

(3)社会統合 社ヽ会的包摂(SOCIAL INCLUSION))の 実現

① 勤労所得に対する給付付き勤労者税額控除の導入

② 自治体におけるワンストップ型の就労支援サービスの提供

③ 所得保障付き職業能力開発制度など雇用'生活保障セーフティネットの構築

④ 最低賃金の見直し
｀

/ .2子
育て支援の充実

(1)一元的子育て支援制度(「次世代支援新システム」)の速やかな創設
て  ① 就学前教育、育児体業(所得保障)と保育(サービズ保障)の総合化

② 子育て支援サービス基盤の計画的整備(多様なサービスの実現:事業参入
、促進 )

(2)若者の家族形成支援

① ワークライフバランスの実現(育児休業制度の充実、労働時間の弾力化など

の両立支援策の拡充)

② 子育ての経済負担の軽減(給付付き税額控除、保育=教育費負担の軽減)

(3)母子家庭における子どもの貧困の解消

① 母子家庭の就労の質を高める支援



② 給付付き税額控除による経済支援

3教育についての安心強化
。 (1)雇用流動化時代に即した教育整備

・

① 高等教育における職業指導(キャリアガイダンス)の制度化など、教育課程に   (
おける円滑な職業生活移行の強化、社会人入学の負担軽減

② 一生チャレンジを続ける基礎力形成のための就学前教育導入

(2)教育の機会均等化と質の強化

① 給付型奨学金制度の導入など高等教育の私的負担の軽減

② 公立初等中等教育の質の強化

③ 若者の国際交流(留学・ボランテイア)の拡大、国際人材育成の強化

④ 高等教育(大学)の研究開発費の強化                _

4「公」の新たな倉1造とその担い手の支援       ′

(1)地域を起点とした公的安心サービス提供基盤あ整備

① 地域医療の再生、特に二次医療圏における曲急体制の整備と当該救急部

門のフアイナンスの確立

② コミュニティにおける医療介護連携の推進とそれに運動した独居高齢者に対

する住宅保障

(2)多様な主体による「公」の実現     ′

① 行政、企業、NPO、 ボランティアなど多様な主体によるサービスの実現

② 社会貢献型ベンチヤー、社会的企業など、新たな「公の担い手」育成のため

の支援

5信頼の再構築、改革の着実な遂行

(1)制度の透明度向上と信頼構築

① 安心保障番号/力可ドの早期導入とそれを活用した利用者サービスの向上

② 社会保障勘定など区分経理の導入
′
③「 F化による医療=介護サ∵ビスの質の向上と生産性向↓‐
④ 医師と患者の信頼関係確立のための医療基本法の制定        i
⑤ 税・社会保障による実感を伴つた所得再配分機能強化

⑥ 低所得者の勤労所得に対する給付付き税額控除導入、低所得者の社会保
、  険料負担の見直し

⑦ 世代間分配の促進 無利子非課税国債、消費税給付返還制度の導入



(2)国民合意の形成・改革の着実な遂行・執行体制の見直し     '
① 支援型社会サービス・人材整備プランの策定

「
     ② 国民合意形成のため92011年「国民皆保険・皆年金50周年」の取り組み

③ 安fい社会実現の基本原則についての合意形成の場としての、超党派による
°
「安心社会実現円卓会議」の設置

④ 改革の進捗を監視し、政策効果を評価するためのf安心社会実現本部」、

改革について国民に1青報提供し、行政の怠慢があればこれを報告する「安心

社会実現オンブズマンJの設置

⑤ 政府をあげて改革に取り組むための行政組織の再編。人的資源の再配分
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